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令和3年1月18日付労働新聞に｢割賃の基礎に含む？｣との記事がありました｡今

回はその記事の解説と割増賃金の基礎から除外される賃金について説明します。

｢通常の労働時間と 1 日の賃金｣は一定に

なります。この場合､パターン➊の手当を

含めた基礎単価を使用して､すべての時間

外労働分の割増金額を計算します。

｢通常の労働時間と 1 日の賃金｣は変動します｡この場合､本社勤務分の時間外労働の
時間と支社勤務分の時間外労働の時間を別々に集計し､本社勤務分の時間外労働に
対する割増賃金は､パターン❷の手当を含めない基礎単価を使用して時間外労働分の
割増金額を計算します。一方､支社勤務分の時間外労働に対する割増賃金は､パター
ン❷の手当を含めた基礎単価を使用して時間外労働分の割増金額を計算します。

※「通常の労働時間と1日の賃金｣が変動する場合､記事にある危険作業手当の通達に倣って計算します。

パ タ ー ン ➊ パ タ ー ン ❷

記事中の質問内容とは

支社で退職者が出たため､本社の担当
者が支社に出向いて経理業務を行う
ことになりました。支社での業務負
荷などの増加に応じて手当を支給す
ることを検討していますが､割増賃金
はどう計算すれば良いでしょうか︖

臨時業務への手当を支給する場合の割増賃金の計算について

【労働新聞1月18日付より】

割増賃金の基礎となる賃金は｢1時間あたりの賃金額」です。

月給制であれば各種手当も含めた月給を1か月の（平均）

所定労働時間数で除した金額ですが､右に掲げる賃金は､

割増賃金の算定の基礎から除外されます。

➊ 家族手当､通勤手当､別居手当､
　 子女教育手当､住宅手当

❷ 臨時に支払われた賃金､例えば､結婚手当など　　

❸ 1 か月を超える期間ごとに支払われる賃金 ( 賞与など )

月給に定額を一律に支給 支社への出勤日数を月ごとに累計し､その日数に単価を乗じて手当を計算

● 割増賃金の基礎から除外される賃金について


